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土地・不動産の最適活用による生産性革命①

○ 我が国経済の生産性向上には、土地・不動産について流動化等を通じた有効活用を図り、国民サービスの向上や
需給のミスマッチの解消、新たな需要の創出等を進めることが不可欠。

空き室の多い既存建物を
需要の高いホテルにコン
バージョンしたい

ネット通販に対応してインター
周辺に物流施設をつくりたい

高齢者のために
老人ホームを他
地域に広げたい

しかし、資金や情報が不足
しているし、そのままか･･･

地域のために空き家を再生し、やる
気のある事業者に賃貸したい

資産の寄付をしたいが、管理
が大変で受け取ってもらえない

投資を集めて、まち
なかの遊休資産や公
的不動産を有効活用
したいしかし、現行制度では、事業要

件が厳しく取り組めない･･･、
また、相談できる人材もお金も
ないし、そのままか･･･

不動産情報を充実させ、より早く、より便利にデータを提供

課
題

対
策

＜都 市＞ ＜地 方＞

 成長分野等の質の高い不動産の供給・再生、キャッシュフローの拡大

 国民への良質なサービスの提供

 事業者の経営効率・収益性の向上

 多様な投資家への安定した運用機会の提供

実現 実現

 不動産鑑定評価の充実

 空き家・空き店舗等の再生

 地域の資産が民間資金等によって再生される好循環の創出

 地域コミュニティの活性化

空き地をもっと有効に活用できないか。

 小口の投資を集めた空き家再生等のための新たな
制度を創設

 寄付された資産等を地域が連携して交流や移住、
起業等の場として管理・活用する取組を支援

 地域の金融機関や自治体等の連携強化や人材育
成等を支援

多様な投資家から資金を調達し、リノベーションや施
設整備等を促進するため、リート等への支援を拡充

不動産証券化の手続の簡素化や規制緩和等により、
事業の案件形成をより一層加速

土地について需要を踏まえた的確な活用の円滑化や
流動化を重点的に支援

H28.4.11
国交省生産性革命本部資料
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土地・不動産の最適活用による生産性革命②

都市力の向上に資する不動産のイメージ 地方の創生に資する不動産のイメージ

宿泊施設

高機能物流施
設

団地を再生した
高齢者向け住宅

未利用の公有地を活用
した拠点施設整備

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞを活用した古民家改装

協定に基づく空き地等
の暫定的な一般利用

2001年9月
（Jリート誕生）
約2,600億円

2011年9月
（10周年）
約８兆円

2015年12月
約15兆円

2020年頃

30兆円へ倍増

Ｊリートの資産規模の推移

リート（Real Estate Investment Trust、不動産投資信託）：

多くの投資家から集めた資金でオフィスビルや商業施設、マンションなど複数
の不動産などを購入し、その賃貸収入や売買益を投資家に分配する仕組み

名目GDP600兆円達成に向け、
2020年頃にリート等の資産
総額を約30兆円に倍増
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成長産業の土地需要を踏まえた的確な土地活用の円滑化

市街地のコンパクト化＋ネットワーク
による都市全体の生産性向上

住宅、医療・福祉・商業施設等ＩＣ
出入口●

①ネットワークのノード周辺
の土地活用の円滑化

高速道路 市街地と高速道路ＩＣ等のインフラからのアクセス性を兼ね備えた立
地に需要が集中（工場の約４割がＩＣから５キロ以内に立地）

アクセス道路

②産業等の立地の適地
の土地活用の円滑化

○ 重層的かつ強靱な「コンパクト＋ネットワーク」の理念の下、「賢く投資・賢く使う」インフラ戦略と連動

して、コンパクトな市街地、ネットワークのノード（結節点）に産業等の投資を集中させ、インフラストック
効果や密度経済の効果を高める戦略的な取組を促進 （都市の生産性の向上）

○住宅・医療・福祉・商業等の機能はコンパクトに誘導しつつ、物流・工場等の機能は市街地に近接し

たネットワークのノード上への立地を促進するための方針づくり、適地のリストアップ、官民対話を促進

都市の生産性

物流の効率化
密度の経済

労働力確保の
容易性

企業コスト・生産性消費者の利便性

市街地

物流・工場施設等

ＩＣ周辺の開発可能性のある
土地のリストアップの有無
（回答のあったIC数：206）

産業立地専門の相談窓口の設置の有無
（回答のあった市町村数：156）

95

61

0

50

100

①あり ②なし

38

168

0

100

200

①あり ②なし

出典：国土交通省調べ
対象：平成25年度から29年度にかけて開設予定のインターチェンジ立地自治体

施策の方向性１
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成長産業の土地需要を踏まえた立地の円滑化に向けて

国、都道府県、市町村等で
の広域ビジョンの共有

⇒インフラを活用して

どのような地域づくりを目指すか

について、関係行政機関が共有

都道府県による産業集積に係る
戦略の立案と市町村との共有

⇒ ビジョンに従い、都道府県において、どの地域に産
業基盤を集積させるかを明確化し、関係市町村と共有

（土地利用基本計画への記載等）

⇒ 都道府県において、産業立地相談窓口の一元化と
市町村に対する技術的支援の方針の明確化

市町村等における産業立地促進のための戦術の立案

⇒ 「コンパクト＋ネットワーク」のノードの土地活用の観点から、

産業基盤適地を事前リストアップ、産業立地相談窓口の明確化

⇒ 想定される複数開発手法の検討と都道府県との下調整

埼玉県田園都市産業ゾーン基本方針

⇒ 圏央道のＩＣから概ね５㎞の範囲に
ついては、ＩＣ周辺や広域幹線道路
の沿道などに限定して、田園環境
と調和した産業基盤づくりを誘導・
支援（埼玉県ＨＰより引用）

都道府県の土地利用基本計
画、総合計画等への落とし込
み

広域地方計画等の上位計画への位置づけ

市町村の総合計画、都市計画
マスタープラン等への落とし
込み

コンパクト＋ネットワークの理念に基づき関係機関で定めた広域ビジョンに基づき、都道府県による戦
略、市町村による戦術をあらかじめ策定しておくことにより、事前調整に要する時間短縮、民間事業者か
らみた計画実現の予見性・確実性の向上が図られ、産業立地手続のスピードアップが可能に

例）成田空港を拠点とした圏央道周辺地域にお
いて、圏央道や東京湾アクアラインを活用した
新たな物流の軸を創出（首都圏広域地方計画）

施策の方向性１
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空き家バンク
全国の空き家バンク物件を集約し、民間の広告サイ

トとも連携しながら全国に発信

物件の活用方策について見極め

（寄付の受入れ可能性など）

空き家の寄付等の促進と新たな流通活用スキームの構築（イメージ）

地域活動の拠点として活用

自治体 宅建業者

地域協議会

移住者に売却・賃貸 起業等の場として提供

物件所在地と離れた
場所に住んでいるので、
物件の維持・管理が大変

都市部

地域住民

空き家・空き店舗等の再生 新たな消費・投資の喚起 地域コミュニティの活性化

所有者 都市部の相談窓口に
活用の相談

地域協議会
に橋渡し

固定資産税
相当額の賃料
なら借り手が見つ
かると思います

地域内でのマッチング
宅建業者のネットワーク等も用いて、地域内の活用

ニーズをくみ取り、マッチング

狭小住宅の敷地拡大

隣地の一体取得

施策の方向性２
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空き家等の遊休資産等を活用した「ふるさと再生事業」の現状と課題

○ 近年、小口投資（クラウドファンディング等）により資金調達し、地域の古民家や空き家・空き店舗
等を活用した事業を行う取組が広がっている。

○ しかしながら、現在の不動産証券化スキームは、比較的規模のある不動産の流動化や開発など
を想定して制度化されたものであるため、このような小規模な事業の実施に向いておらず、十分に
対応できていない。

現在の典型的な事業形態（ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞにより開業のための改装費用等を資金調達）

古民家を宿泊施設に改装して運営
（明日香村おもてなしファンド）

高架下の空きｽﾍﾟｰｽを飲食店
に改装して運営
（ｿﾀﾞｯﾃ阪神沿線新在家）

舟屋をカフェ・宿に改装して運営
（伊根 油屋の舟屋「雅」 ）

空き店舗をﾚﾝﾀﾙｽﾍﾟｰｽに改装して運営
（徳山駅前和光ビルリノベーション）

古民家をカフェに改装して運営
（岡山 三宅商店 ）

火災により消失した座敷わらしに会える
旅館を再建（岩手県 座敷わらしファンド ）

（ﾐｭｰｼﾞｯｸｾｷｭﾘﾃｨｰｽﾞ、KAIKAホームページより作成）

施策の方向性２
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地域の志ある資金を活用した地域づくりの取組の進展

クラウドファンディング市場の現状

○アンケート結果 （配当率が最低どの率まで出資したか）

• 2014 年度の国内のクラウドファンディング市場規模
は新規プロジェクト支援額ベースで、前年度比
59.5%増の197 億1,200 万円

• 類型別では、購入型が約20 億円、寄付型が約1 億
円、投資型（ファンド型）が約19 億円、貸付型（ソー
シャルレンディング）が約156 億円と推計

証券化手法を活用した京町家の再生事例

• ㈱八清、京都不動産投資顧問業協会が中心となって、京町家３件
の再生を実施。

• 事業費に占める証券化コストの割合が高くなるため、①関係者に
おけるノウハウの蓄積、②篤志的な資金の調達が課題。

• このため、事業費総額１億500万円のうち、6,500万円を優先出資
証券（１口10万円）を発行して調達。募集の結果、209名の出資者
を得た（最大20口）。

• 配当利回りは上限3%としたが、出資者へのアンケート調査の結
果、配当率がより低くても成立した可能性が示されている。

出典：都ハウジング「京町家証券化事業報告書」

近年、地域の志ある資金を地域づくりに活かすための取組が進展。

出典：矢野経済研究所「国内ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ市場に関する調査結果 2015」

施策の方向性２
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クラウドファンディングのイメージ

インターネット上で事業のアイデアやプロ
ジェクトを紹介し、それに共感し、賛同する

人から広く資金を集める

• ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞではSNS等による情報発信を通じて、プロジェクトの運営者や事業の進捗状況を把握しやすい。
• プロジェクトの「顔が見える」ことにより、利益よりも事業を応援したいという「志ある資金」を活用することが可能。

クラウドファンディングの類型・市場規模と投資家の動機

種 類 概 要

寄付型 寄付のみでリターンはない。条件によっては寄付税制を受けることが可能

購入型 事業で開発・製造した商品やサービスを提供。特定商品取引法や景表法など
消費者関係法の規制対象

投資型 事業から得られる金銭を配当。金商法の対象となるほか、不動産の売買・賃
貸を行う場合不特法の対象となる。

貸付型 調達した資金を貸付け、返済時の元本と利子を配当。貸金業法の対象。

データ：矢野経済研究所「国内クラウドファンディング
市場に関する調査結果2015」

＜事業参加者の投資動機＞＜類型ごとの市場規模＞

データ：ミュージックセキュリティーズ資料都市計画協会「クラウドファンディングを活用したまちづくり入門」より

クラウドファンディングの概要 施策の方向性２
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（参考）広域地方計画の概要
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◆日本海側と太平洋側の２面をフル活用し、それぞれの強みや個性を活かした物
流の効率化と連携強化を図り、グローバル・ゲートウェイとしての機能強化を推進
する。その中でコンテナ等のユニット貨物については、既存の物流サービスの維
持

東北圏広域地方計画 広域連携プロジェクト
東北圏の発展を牽引する日本海・太平洋２面活用によるグローバル・ゲートウェイ機能強化プロジェクト（１／２）

地域の強みを活かした物流体系の構築

２面の強みを活かした物流効率化・連携イメージ

小名浜港の海
上輸送コスト削
減効果試算例
（連携港(酒田港
等)で荷揚げする
効果を含む) ｹｰﾌﾟｻｲｽﾞ船（12万㌧級）

等満載で輸送

ﾊﾟﾅﾏｯｸｽ船（7.8万㌧級）
減載で輸送

【海上輸送コスト】
2,618円/㌧

1,619 円/㌧

約4割
削減

小名浜港・国際バルク戦略港湾（石炭）の指定（H23.5）による
物流効率化

■ 港湾の役割
水深18mの岸壁整備により、大型石炭船が入港可能となり、安
定的かつ安価な石炭供給を実現

出典：国土交通省港湾局試算

出典：東北港湾ビジョン
（一部加工）

出典：福島県出典：東北地方整備局

岸壁（-18m）（耐震）

【石炭荷役状況】
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東北圏の経済を発展させていくためには、国内外との交流・連携を促進し、東北圏全体として国際競争力の強化を図る必要があ
る。そのため、日本海と太平洋の双方に面している東北圏の特性を活かし、日本海・太平洋２面活用型国土の形成による、国際
物流機能、国際交流機能の高度化、効率化を実現するグローバル・ゲートウェイ機能強化に向けた取組を推進する。

拡大を図るとともに、モーダルシフトや
輸送効率化等の取り組みを推進する。
また、バルク貨物については、エネル
ギーや穀物等の安定的かつ安価な調
達が可能となる港湾機能の高度化を図
る。

日本海・太平洋2面活用の強化

国際フィーダー
輸送網の強化



地域経済を支える安全で利便性の高い物流基盤の構築

◆主要都市や生産拠点と港湾・空港を結ぶ高速交通網を活用した物流体
系を構築するとともに、安全かつ効率的な港湾の実現のため、港内静穏
度の向上や航行船舶の安全、避泊水域の確保等に向けた港湾整備を
推進する。

東北圏の発展を牽引する日本海・太平洋２面活用によるグローバル・ゲートウェイ機能強化プロジェクト（２／２）

物流拠点機能の強化
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H24から完成自動車
移出取扱量が増加

【完成自動車移出取扱量】

岸壁暫定供用
（H22.11）

岸壁、航路・泊地供用
（H25.2）

自動車メーカーの操業開始に併せ、大衡ICを整備、仙台塩釜港の自動車の取扱能力を強化
（水深7.5m→水深9mなど）

宮城県大衡村自動車組立工場（平成23年1月稼働）

宮城県大和町エンジン工場（平成24年12月稼働）

八戸港

酒田港

秋田港

仙台
塩釜港

釜石港

青森港

能代港

相馬港

石巻港

宮古港

久慈港

小名浜港

大船渡港

仙台塩釜港

自動車組立工場

大衡IC

【関連産業の立地等状況】

出典：東北地方整備局

グローバル化に対応した交流機能の強化

◆観光・ビジネス等の人的交流の拡大に向け、LCC
の参入促進など港湾・空港の国際化に向けた機能
強化による利便性の向上を図る。

ＬＣＣの参入促進

仙台空港では、格安航空会
社（LCC）が複数の国内線と
国際線の就航の拡充を計画
している。
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主要な都市や生産拠点と港湾・空港を結ぶ道路整備の推進

道路と港湾の連結強化等によ
る効率的な物流体系の構築を図
るため、主要な都市や生産拠点
と港湾・空港を結ぶ高規格幹線
道路等の格子状骨格道路ネット
ワークの形成を目指し、高規格
幹線道路やバイパス・環状道
路・スマートインターチェンジ等
の必要な整備を推進する。

北陸圏・関西圏 首都圏

北海道

北
米

東
ア
ジ
ア
・ロ
シ
ア
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茨城港

成田国際空港

清水港

京浜港（東京港、川崎港、横浜港）
千葉港

鹿島港

新潟港

新潟空港

信州まつもと空港

東海道新幹線

リニア中央新幹線

北陸新幹線

上越新幹線
東北新幹線

羽田空港

直江津港

富士山静岡空港

福島空港

茨城空港

北関東新産業東西軸の創出プロジェクト

茨城県、栃木県、群馬県にまたがる北関東自動車道沿線は、首都圏各地の港湾・空港へのアクセスの速達性・時間信頼性確保にともなって生産性が向上
するなど、高速道路網のストック効果が発現可能なエリアであり、太平洋側に集中するエネルギー供給拠点のバックアップや、水素を活用した分散型電源の
導入、産業活動を支えるための物流の高度化等により、次世代成長産業を育成し、新たな産業集積地帯の形成を図る。

また、北関東の核となる地域に、多様な地域資源の融合のための対流拠点を整備促進し、日本海と太平洋を結ぶ結節点としての機能を強化することで、新
たな産業や雇用を創出する。
さらに、北関東の有する地域的な特性を活かした観光コンテンツの発信・活用により、アジアや欧米を中心とした国際観光需要を取り込む。

３．物流機能の高度化

①自動車産業等の立地企業の活動を支える物流機能の
高度化のため、インランドポートの整備について支援を
実施。

②物流拠点を活用した、首都直下地震発災時の食料等の
緊急物資輸送の体制、ルートの確立。

北関東新産業東西軸のイメージ

供給安定性向上のための
日立～鹿島パイプライン

（計画中）

７．関連インフラの整備等

①北関東における新たな産業立地やアクセス性向上を図
るため、港湾や高速道路のスマートＩＣの整備支援等を促
進。また、ＩＣ及びスマートＩＣへのアクセス性向上のため、
幹線道路ネットワークの強化を推進。

②国際社会・東北方面等の各地方へのネットワークを強化
するため、成田・羽田・茨城空港へのアクセスなど、首都
圏三環状道路や東関東自動車道等の高規格幹線道路、
百里飛行場連絡道路等の地域高規格道路の道路等の
交通ネットワークを強化。

③居住環境と物流活動のバランスを考慮した都市機能の
適正配置の推進などによる企業の立地支援の充実。

１．エネルギー基盤の強靱化

①太平洋側に集中するエネルギー供給拠点のバックアッ
プや、水素社会等による分散型電源の導入を促進。

②エネルギー供給ライン、エネルギー供給設備の多重化・
分散化等の実現及び水素社会の実現に向けて、地方公
共団体、企業、関係機関等の理解促進、連携強化を図

るため、普及啓発の活動を実施するとともに支援施策の
検討を行う。

２.新たな資源活用等によるエネルギーの安定供給の推進

①北関東、甲信越地域には豊かな森林資源があり、バイオマ
ス産業の振興などによる地域活性化を図ることにより、地
方創生を促進。また、海洋エネルギーを活用した潮流発電
など電力安定化の技術開発を図る。

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

４．多様な地域資源の融合のための対流拠点の整備促進

①ＭＩＣＥや新たな産業・雇用など、イノベーションを創出す
る対流拠点を整備する。

②地域資源の融合を図るため、対流拠点と周辺地域間を
結ぶ交通ネットワークを強化する公共交通等の交通イン
フラを整備。

５．地域資源を活かした国際的な
観光コンテンツの発信・活用

①温泉やアウトドアスポーツなどの自然体験や、世界遺産
に代表される日本の多様な伝統・文化・芸能などの観光
コンテンツを発信・活用する。

②観光コンテンツとして人気の高い温泉について、健康増
進など健康科学の観点から、改めて観光コンテンツとして
とらえ発信・活用する。

６．次世代成長産業の育成

①北関東には、自動車産業を始めとする多様な産業や研
究拠点が集積していることから、その資源を活かし、次世
代成長産業の育成・強化を図る。

真岡発電所
（2019年度稼働予定）

東京ガス日立基地
及びパイプライン
（2015年度稼働）

首都圏広域地方計画 第４節 対流型首都圏の構築

プロジェクト

４－１．※

※プロジェクトのイメージを示したものです。 12
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東日本と西日本、さらには世界をつなぐ新たな物流軸プロジェクト
～物流面における首都圏ゴールデンリング～

我が国の空の玄関である成田空港の周辺地域は物流関連企業の立地が進んでおり、今後も、インバウンドの増加や2020年の東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会を控え、需要の増大が見込まれている。

こうした状況を踏まえ、成田空港を拠点とした圏央道周辺地域において、新たな工業団地の整備、土地区画整理事業の促進や企業立
地に向けた支援等を行うとともに、物流の生産性向上を図ることで、圏央道や東京湾アクアラインを活用した、東日本と西日本、さらに
は世界をつなぐ新たな物流の軸を創出する。これにより、我が国の物流面での首都圏ゴールデンリングの形成を図る。

１．工業団地等の整備、既存用地を含めた分譲の促進
①新たな工業団地の整備
②土地区画整理事業等における保留地・分譲地の販売促進

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

２．企業等の立地に向けた支援
①積極的な立地環境の情報発信等による企業誘致の推進
②立地企業に対する支援

３．成田空港等の物流機能強化

①空港区域内の貨物エリアの充実

②通関手続の迅速化等の規制緩和

４．関連インフラの整備等
○地域間のアクセス強化を図り、広域交通ネットワークの機能を
最大限に活用するため、首都圏三環状道路、東関東自動車道
や第二東海自動車道（新東名高速道路）等の高規格幹線道路、
横浜環状道路・銚子連絡道路・厚木秦野道路等の地域高規格
道路の道路等の関連する交通インフラ整備等を促進

首都圏広域地方計画 第４節 対流型首都圏の構築

プロジェクト

４－２．※

袖ケ浦椎の森工業団地 茂原にいはる工業団地

五霞ＩＣ周辺地区 いぶきの丘阿見東

成田空港

※プロジェクトのイメージを示したものです。 13



1. 北陸圏・中部圏連携プロジェクト

（４） 隣接圏域との産学官連携による
新産業拠点形成プロジェクト

◇地域を越えた研究開発・プロジェクトの組成に向けた、
産産・産学のマッチング

北陸圏広域地方計画 ８．隣接圏域との交流・連携

14

（各圏域の強み）

産産・産学の連携・
マッチングの推進

北陸圏
・繊維産業・新素材産業の技術蓄積
・炭素繊維複合材料の研究開発・生産

東海圏
・自動車・航空機等メーカーの集積
・炭素繊維複合材の応用研究・加工・組立

プリプレグ
※炭素繊維に樹脂を含
浸させたシート状のもの

次世代自動車航空機

炭素繊維

【写真提供】三菱航空機

【写真提供】東レ

【写真提供】日本グラファイトファイバー

出典：トヨタ自動車HP

▼研究開発から生産・加工・組立までを行う世界に冠たる複合
材料の一大拠点・産業集積の形成を目指す東海北陸連携コ
ンポジットハイウェイ構想

地域公設試験場等と協力し、中核となる研究開発拠点が産業界の
多様なニーズに応える研究開発・人材育成のプラットフォームを提供。

【中核となる研究開発拠点】
・名古屋大学ナショナルコンポジットセンター
・岐阜大学複合材料研究センター
・革新複合材料研究センター（金沢工業大学）

  

  
災害時応援協定の締結

通常時

民間レベルでの顔の見える交流
例・青年消防団の相互交流
・小・中学校のスポーツ交流など

自治体間の相互交流
例・人事交流による相互理解
・相互地域での物産展の実施など

協定を契機とした交流のはじまり

・同時被災を免れ、他圏域よりも近い地理的圏域を活かし、
人的支援の迅速な実施
・通常時交流からの振興による、被災後から復興までの
中長期的な支援の実施

災害時
通常時交流からの相互理解を育む

通常時

民間レベルでの顔の見える交流
例・青年消防団の相互交流
・小・中学校のスポーツ交流など

自治体間の相互交流
例・人事交流による相互理解
・相互地域での物産展の実施など

民間レベルでの顔の見える交流
例・青年消防団の相互交流
・小・中学校のスポーツ交流など

自治体間の相互交流
例・人事交流による相互理解
・相互地域での物産展の実施など

協定を契機とした交流のはじまり

・同時被災を免れ、他圏域よりも近い地理的圏域を活かし、
人的支援の迅速な実施
・通常時交流からの振興による、被災後から復興までの
中長期的な支援の実施

災害時

・同時被災を免れ、他圏域よりも近い地理的圏域を活かし、
人的支援の迅速な実施
・通常時交流からの振興による、被災後から復興までの
中長期的な支援の実施

災害時
通常時交流からの相互理解を育む

自治体 自治体自治体 自治体

自治体 自治体

自治体 自治体

自治体 自治体

自治体 自治体

自治体 自治体

自治体 自治体

広域防災・災害応援ネットワークの構築

災害時支援からより強固な連携に

【出典】国土交通省

（５） 広域防災・災害応援ネットワークプロジェクト
◇防災ネットワークの構築

▼広域防災・災害応援ネットワークの構築イメージ

▼ドクターヘリ共同運航事業（富山県、岐阜県）

（平成26年度、珠洲市における開催時の状況）

▼緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練の実施

【出典】岐阜県HP

緊急消防援助隊中部ブロック派遣隊、防災
関係機関等14機関約400名が参加。
訓練は、実際の大規模災害現場を想定。
現場での情報収集、消防等との連携を確認。

飛騨地域の重篤患者の搬送に、富山県のドク
ターヘリを共同運航する協定を締結。

【出典】石川県HP

自治体間の人事交流や民間でのスポーツ・文化交流
で相互理解を深め、自治体間での災害時応援協定に
基づく強固な災害応援ネットワークを構築。

従来より、到着時間は最大３０分短縮、
飛騨地方の救急医療体制を強化。



北陸圏広域地方計画 ６. 東アジアに展開する日本海中枢圏域形成プロジェクト （2/2）

広域的な産業連携を通じた国際物流機能の強化

国際物流機能を活かした環日本海交流の中核となる企業誘致

荷主に信頼される物流ネットワークの構築

◇国際物流ターミナル等の
機能強化

◇北陸圏域の港湾の港湾関連用地への
港湾活用型企業誘致

◇北陸圏域の港湾と集荷圏を結ぶ信頼性の
高い物流ネットワークの充実

◇広域交通等やICTの充実、安全・安心
の充実による認知度の向上

▼伏木富山港臨港道路（新湊大橋）

（２）三大都市圏との近接性を活かし、環日本海諸国に展開する国際物流機能の強化と企業誘致の一体的な推進

▼港湾活用型企業の誘致及び集積の取組

▼リアルタイム映像等雪みち情報の提供

敦賀港

伏木富山港

金沢港

七尾港
【環日本海諸国に展開する国際物流】

15【出典】石川県HP

（金沢港 大浜国際物流ターミナル整備事業）

▼伏木富山港（新湊地区）
多目的国際ターミナル整備

大型船の入港が可能となり、物流の効率化
による輸送コストの縮減が図られることで、
産業誘致に貢献。

船舶の大型化対応や毎年の
埋没浚渫の軽減のため、岸壁
(-14m)を中心的施設とする外
港整備を行う事業。

臨港地区東西を結ぶとともに最寄り国道
415号へのアクセス時間を短縮。

安全で確実な冬期道路交通の確保に向
けて、降雪、除雪等の情報を提供。
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19

平成8年 平成25年

ものづくり中部・世界最強化

・東海環状自動車道（西回り）の整備による産業集積

○戦略産業の強化、
新産業の創出・育成

沿線工業団地の雇用者
数
約3万人増加（H12→H26）

MRJ初飛行
(H27.11.11)

工業団地のH13年以降
の立地企業数

7以上
4～6
1～3

○中部のものづくりを支える産業基盤の強化

近畿圏
北陸圏へ

北陸圏へ

３倍

１．４倍

東回り

西回り

工業団地立地件数

西回り沿線 東回り沿線

西回りの開通効果

福井県物流拠点

四日市港

215分
↓
165分

180分
↓
155分

50分
短縮

25分
短縮

時間短縮効果

北陸自動車道

名神自動車道

東海環状自動車

道

北陸圏

中部地域の航空産業の生産高

名古屋港

四日市港 名古屋港

楽器博物館

トヨタ博物館

四日市港ﾅｲﾄｸﾙｰｽﾞ

産業観光

神奈川県駅

岐阜県駅

名古屋駅

松本

木曽谷
東美濃

諏訪
上伊那

豊田
蒲郡

福井 白川郷
五箇山

飛騨高山

名古屋港
四日市港

富士山
静岡空港

濃飛横断自動車道

静岡
伊豆

中部縦貫自動車道
中部縦貫自動車道

北陸新幹線

東海道新幹線

山梨県駅

長野県駅

中部国際空港

岐阜
清流長良川

リニア中央新幹線
三
遠
南
信
自
動
車
道

中
部
横
断
自
動
車
道

清水港

出典：SATOYAMA EXPERIENCE 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

飛騨里山サイクリング

上高地

グリーンツーリズム

H8年 H25年

目標：今後7年で1.４倍
※

（写真提供）三菱航空機

写真提供：四日市観光協会

写真提供：静岡県観光協会

写真提供：トヨタ博物館

出典：アルプス観光協会

※出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略

中部・北陸圏強靱化
○ネットワークの多重性・

代替性の確保
北陸新幹線

新東名高速道路

東海道新幹線

中央自動車道

リニア中央新幹線

北陸新幹線の延伸 新東名高速道路の整備

新名神高速道路

○重要交通網を保全する

土石流対策、地すべり対策

中部圏広域地方計画 概要 世界ものづくり対流拠点

首都圏近畿圏

北陸圏

中部圏

東
海
北
陸
自
動
車
道

✈

✈

✈

✈

✈

✈

○リニアを活かした新たな中部圏の形成

H25年 H32年

1.18兆円

0.83兆円

新たな観光交流おもてなし

○ スーパー・メガリージョンによる価値創造、圏域全体への波及

○ 世界最強・最先端のものづくり中枢圏域の形成、多様な観光産業を育成

○ 産学官民の連携・協力による災害に粘り強くしなやかな国土の構築

○ 2027年リニア開業（東京～名古屋）

○ ものづくりマザー機能と高度な研究力

○ 激化する国際競争、南海トラフ地震の切迫

９

・産業構造の転換・ライフスタイルの変
革

・リニア中間駅を核とした地域づくり
・広域波及のためのネットワーク強化

特性及び課題 基本方針

○広域観光周遊ルート
・「昇龍道」
・将来の高速ネットワー
クの拡充を活かした広
域観光ルート

富士山

韮山反射炉

写真提供：静岡県観光協会１

世界遺産

・名古屋港等の整備による地域の基幹産業の競争力強化

金沢

松本空港

富山空港

小松空港

中
部
横
断
自
動
車
道
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【出典】「第一期ライチョウ保
護増殖事業実施計画」（環
境省長野自然環境事務所）

立山連峰や北アルプスに生息するライチョウ

環境共生・国土保全

○多様で豊かな生態系や自然環境と共生した国土

中部圏の個性と対流による地方創生

北陸圏・中部圏にま
たがる中部山岳地域
における豊かな生物
多様性や優れた文化
的・自然的景観の保
全・再生に係る広域
的な取組を一層推進
する。

○広域連携の先進をいく三遠南信地域連携

35市町村と49経済団体が連携する「三遠南信地域連携ビジョン
推進会議」において「地域連携ビジョン」を策定し、自立的な広域
連携都市圏を形成

東名高速道路

東海道新幹線

リニア中央新幹線

遠州
（浜松、磐田等）

食農産業

南信州
（飯田、駒ヶ根

等）

名古屋市

飯田市

浜松市

航空宇宙産業

大学連携等

食品加工業（酒造業）

農産物（サツマイモ）

愛知県田原市で収穫
されたサツマイモを
原料に、長野県飯田
市の酒造業者が「亀
若焼酎」の原酒を製
品化

産学官が連携した
「三遠南信クラス
ター推進会議」によ
る次世代輸送機器や
航空宇宙、健康医
療、光・電子など新
産業創出の取組

Ｂ７８７

【写真提供：浜松市】

新たな「つながり」社会の構築

航空宇宙産業

浜松・東三河地域イノベーション戦略会議推進協議
会による産業連携、産学官金16機関が連携した「浜
松・東三河ライフフォトニクスイノベーション」構
想※への取組

新産業（輸送機器用次世代産業技術、新農
業、健康医療関連産業、光エネルギー産業）

ＰＥＴ診断技術（浜松・東三河ライフフォトニ
クスイノベーション健康・医療関係の製品例）

○地域の中で支え合うために必要なサービス構築への取り組み（四日市市）
・H25年3月より65歳以上の高齢者等向けに、地域住民による安価な日常生活支援サービ
ス提供システムとしてスタート

ツキノワグマ

静岡県
県境を越えた広域
連携による新規連携
施策数

目標：
Ｈ27～31年度

累計45件※

※ 出典：美しい“ふじのくに”まち・
ひと・しごと創生総合戦略

・三遠南信地域のネットワーク等を強化

※産官学金の各機関が総力を集結し「研
究者の集積」や「人材育成」、「研究
設備・機器等の共用化支援」等を促進
し、光・電子技術を基盤とし４つの新
産業戦略分野の基幹産業化を図る。

新東名高速道路三遠南信自動車道

中央自動車道

東海北陸自動車道

大型団地内の
商店街の空き
店舗を活用し
孤立化防止拠
点として活用

地域住民・自
治会が主体と
なって地域完
結型の日常生
活支援を目的

○環境負荷低減、持続可能な社会の形成
次世代自動車等の普及による低炭素社会の推進。

とよたｴｺﾌﾙﾀｳﾝ水素ｽﾃｰｼｮﾝ

【写真提供：愛知県】

名古屋港

衣浦港

三河港

御前崎港

四日市港

東三河
（豊橋、豊川等）

豊橋市

ｱｼﾞｱNo.1航空宇宙
産業ｸﾗｽﾀｰ形成特区

FCV(MIRAI)

【写真提供：トヨタ自動車】
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２．関西成長エンジンプロジェクト

○古くから関西に根付き、知的分野を含めて集積がなされている健康・医療産業やものづくり技術を活かしたバッテリー産業等のイノベーションを創出
○京阪神地域に集積する「国家戦略特別区域」や「関西イノベーション国際戦略総合特区」の各拠点間の交流・連携の促進、高度人材の確保・育成
○新しい分野のイノベーションの創出に向けた、うめきたナレッジ・キャピタルの取組やベンチャー企業への各種支援

医療イノベーションによる健康・医療産業の成長エンジン化事業

医療イノベーション拠点（北大阪バイオクラスター、神戸医療産業都市、京都市内
地区等）において、健康・医療分野の機能強化を推進するとともに、拠点間の交流・
連携や、医薬品開発や先端医療技術の確立について、産学官が連携して推進。医
療、健康産業の拡大を促進

【主な事業例】
・放射光とスーパーコンピュータ京によるシミュレーション技術を組み合わせた革新的な
創薬開発の実施
・イメージング技術を活用した創薬の高効率化 ・再生医療・細胞治療等の早期実用化
・ＰＭＤＡ関西支部の機能強化の整備及び治験センター機能の創設
・高品質の血小板を大量生産する研究開発
・医療・介護・健康分野のデジタル化・ＩＣＴ化の基盤を構築 など

イノベーションを支える知の拠点整備
事業

【主な事業例】
・近畿自動車道名古屋神戸線（新名神高速道路）
・京奈和自動車道 ・学研都市連絡道路
・「京都イノベーションベルト構想」の促進
・うめきたナレッジ・キャピタルの強化・発展と周辺都
市基盤の整備 など

優れた大学、研究機関、企業、支援機関等が集
積した「産業クラスター」が密接に連携するための
拠点整備や産業クラスター間のネットワーク強化を
図る道路整備を推進
ナレッジ・キャピタルを強化・発展させ、我が国の
成長エンジンとなる世界をリードする「イノベーショ
ン」の拠点を形成。将来的には、関西文化学術研
究都市と筑波研究学園都市や沿線の大学、研究
機関等との連携を強化し、知的対流（ナレッジ・リン
ク）の形成を目指す

京都イノベーションベルト構想

オープンデータ・ビッグデータの利活用を促進し、新産業・新サービスの創出を支援
関西の研究開発拠点において生み出された技術成果や研究シーズ、アイデア等が、
うめきた地区などにおいて産学官の多様な主体と
「出会い」「異分野融合」し、新しいビジネス創出や
新製品開発、新規ベンチャー企業創出等につなが
るよう、効果的なマッチング機会の提供や資金調
達等を支援

世界唯一の「バッテリークラスター・関西」の
地位の確立を目指す

ナレッジキャピタルなどから発信するイノベーション創出事業

世界をリードするバッテリー
スーパークラスター事業

【主な事業例】
・大阪オープン・イノベーション・ハブ
・ナレッジキャピタル事業 など

ナレッジサロン

バッテリースーパークラスターの中核拠点の形成

【主な事業例】
・バッテリーの需要創出と新たな用途の開拓
・国際標準化・認証に向けた環境整備 など

【主な事業例】
・現地政府などとのネッ
トワーク構築、展示会
出展、セミナー開催等
のビジネス交流の促進
（「関西・アジア 環境・
省エネビジネス交流推
進フォーラム」「水環境
ビジネス推進事業」等
・音声認識技術を活用し
た多言語音声翻訳シス
テムの深化により、言
語のバリアフリー化（ア
クセシビリティの向上）
による企業のグローバ
ル化の推進 など

中堅・中小企業の
海外展開支援事業

関西・アジア 環境・省エネビジネ
ス交流推進フォーラムの概要

高度な知的人材集積事業 文化産業振興事業
京都クロスメディア・クリエイティブセンター
（京都クロスメディアパークの拠点）【主な事業例】

・京都クロスメ
ディアパーク
の利活用推
進 など

【主な事業例】
・研究開発拠点における知的創造拠点整備
・留学生の増加と関西への就職支援
・関西への本社機能の移転促進 など

国際フロン
ティア産業
メッセ2014

の様子

医療イノベーションによる健康・
医療産業の成長エンジン化事業

ＩＰＳ細胞研究所（京都市）

神戸医療産業都市

学研都市
連絡道路 京都イノベーション

ベルト構想

ナレッジ・キャピタル

イノベーションを支える
知の拠点整備事業

関西イノベーション国際戦略総合特別区
域
ライフサイエンス分野の大学・研究機関

バッテリースーパークラスターの中核拠点の形成

京都クロスメディア・
パーク

関西のイノベーション拠点整備・連携

大阪駅
周辺地区

研究所・生産拠点
の立地促進

バッテリー戦略研究センター機能の整備

主な個別事業
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関西・アジア 環境・省エネビジネス交流推進フォーラム
（TEAM E-KANSAI）

事務局： 公益財団法人地球環境センター
支援機関：近畿経済産業局

協力機関（30機関）

海外展開協力機関 地域の経済団体及び関連機関 自治体等

【当面の重点地域】

タイ

モデル
事業実施

モデル事業の
他地域展開

目標：環境を核と
した関西とアジアと
の経済交流関係

の深化・拡大

中国
（広東省・遼寧省）

ベトナム インドネシア

持続的・自律的ビジネス連携
のためのネットワーク構築

Team
E-Kansai

現地政府
機関

現地民間
団体

近畿経済
産業局

ＭＯＵ等ビジネス連携促進
のための枠組み整備

●アジアでの展示会共同出展や商談会
●アジアからのミッション受け入れ
●システム提案型プロジェクトの推進
●セミナーやメルマガ等による情報提供
●メンバー企業技術等の情報発信

連携・協力

支援

対話

連携

関西広域地方計画の概要



神戸港
広島港

北米・欧州航路
（阪神港フィーダー）

アジア航路（台湾、香港、シンガポール、インド、中東方面）、

中国航路の一部（広島港等フィーダー）

中国・韓国航路
（各港湾からダイレクト） 欧米向の貨物

コンテナ戦略港湾
「阪神港」へ

フィーダー輸送機能
を強化

アジア向の貨物

国際拠点港湾
「広島港」等から

周辺港とのフィーダー
輸送機能を強化

大阪港

金融機関

大学等

金融機関

大学等

金融機関

大学等

金融機関

大学等

金融機関

大学等

広島県
ひろしま産業振興機構

山口県
やまぐち産業振興財団

自動車研究会

CD

島根県
しまね産業振興財団

岡山県
岡山県産業振興財団

鳥取県
鳥取県産業振興機構

中小企業
基盤整備
機構

中国経済産業局

CM・
CD

金融機関

大学等

金融機関

大学等

金融機関

大学等

金融機関

大学等

金融機関

大学等

広島県
ひろしま産業振興機構

山口県
やまぐち産業振興財団

自動車研究会

CD

島根県
しまね産業振興財団

岡山県
岡山県産業振興財団

鳥取県
鳥取県産業振興機構

中小企業
基盤整備
機構

中国経済産業局

CM・
CD

ちゅうごく地域
産学金官連携による
産業クラスターネットワーク

自動車メーカー防府工場

自動車メーカー本社・宇品工場

自動車メーカー
水島製作所

：中国地方における自動車メーカーの本社・工場
ＣＭ：クラスターマネージャー
ＣＤ：コーディネーター

ちゅうごく地域
産学金官連携による
産業クラスターネットワーク

基幹産業の競争力強化に直結する国際物流機能の強化

多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

ものづくり産業のイノベーション等による競争力強化

〈「水素先進県」を目指した水素利活用による産業振興と地域づくり〉

全国トップクラスの大量かつ高純度の水素を生
成するという山口県の強みを活かし、「水素先
進県」の実現を目指した水素利活用による産業
振興と地域づくりの取組を推進。

中国圏における経済の持続的な成長を推進するため、グローバル産業の国際競争力の
強化や、ローカル産業の高付加価値化、企業誘致を支えるインフラの整備等を推進
し、圏域内の産業の競争力を強化。

〈ちゅうごく地域自動車部素材グローバル戦略〉

〈インフラ整備による企業進出や雇用促進〉

山陰道等のインフラ整備により、沿線への
企業進出や雇用促進が図られている。

世界水準の国際物流機能の確立を目指して、産業港湾の機能強化や国内外への円滑
な貨物輸送を実現するシームレスで競争力あるサービスの提供を推進。

外国人旅行者等の積極的な誘客を図るため、山陰・山陽の多様かつ個性的で魅力ある
資源を活かし、多様な連携によるインバウンド・広域観光を推進。このため、プロ
モーションによる需要創出やサービス開発を担う日本版ＤＭＯを推進。

〈国際バルク戦略港湾〉
国際バルク戦略港湾に選定さ
れた徳山下松港･宇部港では、
２港あげ輸送等の企業間連携
により、大型船舶による石炭
の一括大量輸送等を推進。
他に水島港で穀物、水島港・
福山港で鉄鋼石を推進。

(資料)山口県ＨＰ

各地域に多種多様な魅力を持つ観光地をネットワーク化するなどにより、山陰・山陽にわた
る中国圏域内での多様な広域観光ルートを造成し、観光プロモーション等により、近隣圏域
とも連携したインバウンド・広域観光を推進する。

〈広域的な観光周遊ルートの形成〉

鳥取県の山陰道沿線自治体の企業進出状況（Ｈ19以降累積）

(資料)中国経済産業局「ちゅうごく地域自動車部素材グローバル戦略」を基に中国地方整備局作成

自動車メーカー及び中核部品メーカーから地域部素材企業に対し、ニーズ・課題等を発信し、
地域産学金官で各種調査や方策検討を行う研究会・会議等を立ち上げ、人材育成等を行いつ
つ、プロジェクトを形成、研究開発及び取引先開拓等を推進する。

進
出
企
業
数
（
社
）

〈中国地方の外貿コンテナ貨物輸送の方向性〉

欧米向け貨物は、基幹航路の維持・拡大のため、海外トランシップしている貨物の国際コン
テナ戦略港湾である阪神港への集約を推進し、そのための国際フィーダー航路の充実など、
阪神港との連携強化等による貨物輸送サービスの維持・拡大を図る。アジア諸国を始めとす
る基幹航路以外の貨物は、極力管内港湾を利用してのダイレクト輸送を推進する.

▲広島港に寄港する外航クルーズ船

(資料)中国地方整備局

津和野

石見銀山

出雲大社

松江
大山

鳥取

岡山
倉敷

尾道広島

宮島

岩国山口

下関 今治

松山・内子

小豆島

高松・
直島

琴平

大歩危・祖谷

徳島・鳴門

淡路島

姫路
神戸

瀬戸内しま
なみ海道

萩

三徳山

足立美術館

（注）山陰はミシュラングリーンガイドで星付きの地域･施設を表示 19



～グローバル化を生き抜く産業群の形成～
四国圏広域地方計画 地域に根ざした産業が集積し、競争力を発揮する四国

（２）技術力や特産品を国内外へ売り込み、新たな市場を
切り拓く

（３）産業の成長力を支える人材を育成・確保する

・学びの場を創り出し、四国圏の産業の成長を支える多様な人材を育成
・四国圏の活力となる人材を呼び込む
・多様な人材の活躍を促進
・大学等の充実強化を図り、産業人材の育成や産業競争力の強化などを促進
・建設業における中長期的な担い手確保

高速道路の
延伸による
ストック効果

取 組

（４）産業の基盤を支え、競争力の強化のために必要な
インフラ整備を推進する

・産業の基盤を支える
インフラ整備を推進

・インフラ機能の強化・
高度化及び多機能
化の推進

▲ＬＥＤ（発光ダイオード）

▲産学官連携による人材育成

▲海外展開に関する交流会▲中小企業のアジア市場等への展開

▲船舶用ディーゼルエンジン

出典）海面漁業生産統計

（１）地域資源や技術を活かし、アジアを始め世界に通用
する産業競争力を強化する

・グローバルな競争にも勝ち抜ける力強いものづくり産業を再興
・四国圏の持続的な成長の糧となる新たな産業の創出や起業・創業等を促進
・産学官連携等によりイノベーションを促進
・付加価値を高め、職業として魅力を感じる農林水産業を確立

・ものづくりの高い技術力等を国内・海外に売り込む
・多くの人々を惹きつける四国産品や観光資源を国内・海外に売り込む
・成長著しい海外の活力を積極的に取り込む
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日本成長センター 「ゲートウェイ九州」 の形成

２７００ｍ×６０ｍ

１
３
１
０
ｍ

増設滑走路2,500ｍ

現滑走路2,800ｍ

国内線ターミナル

国際線ターミナル

21
0ｍ

出典）九州地方整備局

国内線ターミナル

現滑走路2,800ｍ

増設滑走路2,500ｍ

国際線ターミナル

慢性的な航空機混雑を解
消するため、福岡空港の
滑走路増設に着手

○福岡空港滑走路増設事業
（平成27年度着手）

[ゲートウェイ機能の強化] ○博多港等の機能強化

福岡空港

ボイジャーオブ・ザ・シーズ

ふじ丸

コスタビクトリア博多港

クルーズ船の寄港増に対応した
博多港の機能強化を推進

博多港の外航クルーズ客船寄港回数 H23年:32回 ⇒ H27年:245回 ５年間で７.７倍

大胆な規制緩和等を通じ、
国内外から九州に人と企業
を呼び込み、起業や新規事
業の創出を促進

○グローバル創業・雇用創出
特区の取組

九州圏広域地方計画 概要 日本の成長センター ～ 新しい風を西から～

○ アジアのゲートウェイとして、アジアの成長を引き込み、高速交通ネットワーク
を賢く使い、中国、四国を始めとする他圏域との対流を促進

○ 新技術等による戦略的な産業基盤強化、オール九州農林水産物の輸出拡大

○ 地域の発展基盤として、巨大災害対策や環境調和を推進

基本方針

○ 地理的に成長するアジアの玄関口

○ 成長期待産業の集積、全国有数の農林水産地域

○ 風水害・土砂災害・火山災害や南海トラフ地震などの
災害のリスク

特性及び課題

出典）福岡市

出典）福岡市

福岡市・北九州市
グローバル創業・雇用創出特区

東九州
メディカル
バレー
構想特
区

志布志港

八代港

宮崎港

大分港

博多港

長崎港

細島港

鹿児島港

貨物

フェリー

別府港

フェリー

唐津コスメティック
構想推進プロジェクト

福岡
空港

フェリー

自動車部品
サプライチェーンが
東九州にも拡大

九州新幹線
西 九 州 ル ー ト
（長崎ルート）
開通による近畿
圏との交流拡大

グリーンアジア国際戦略総合特区

四国・近畿
首都圏との
交流拡大

九州新幹線
西九州ルート
（長崎ルート）

自動車
関連企業

基幹産業等の発展と活性化
[自動車産業の競争力強化]
・東九州自動車道等の整備に伴う、
圏域内での部品調達の拡大
・次世代自動車の生産・開発拠点の構築

自動車生産台数 H26年度：130万台

⇒ H35年度までに国内シェア20%
または180万台 (約1.4倍増)※

※出典：北部九州自動車産業アジア先進推進プロジェクト
（北部九州自動車産業アジア先進拠点推進会議）

アジアにおける先端ＬＳＩ
（大規模集積回路）開発拠点を形成

[半導体関連産業の新分野進出]

電子部品の対アジア輸出
九州圏の全国シェア

東九州道の整備
により、大分市～
宮崎市間が
S63年当時
５時間25分

⇓
26年度末
2時間50分

２時間３５分
短 縮

34.8百億円

53.6百億円12.1%

17.0%
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半導体等電子部品

５年間で約１.４倍
12.1％

17.0％

[成長産業分野の振興 ]
東九州メディカルバレー構想特区等
による医療機器産業の育成・振興
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